
令和８年度国競争的資金獲得説明会＆相談会 

次     第 
 
 

  日時：令和８年 7 月 27 日(月)13 時 30 分～  

会場：群馬産業技術センター 第 1 研修室    
（オンライン併用）  

 

１． 国補助金の概要説明 （13:30～14:10） 

関東経済産業局 地域経済部 地域振興課 係長 明城 里奈 様 

 

２． 国の支援体制説明 （14:10～14:15） 

群馬県生産性向上支援センター 統括管理サポーター 佐々木 秀文様 

 

３． 県内企業の補助金活用事例 （14:15～14:45） 

有限会社永井製作所（邑楽郡邑楽町）代表取締役 永井 慎也 様 

             ※聞き手：群馬産業技術センター 係長 鏑木 哲志 

 

４． 相談会 （15:00～15:30） 

    個別相談会 （※事前予約制、対面実施のみ） 

 

 

 

 

担当：群馬県産業経済部産業政策課産業戦略室（電話 027-898-3945） 

アンケートにご協力ください。〆切：7/30（木） 

         



経済産業省関連の政策・

支援制度について

令和８年７月

関東経済産業局 地域経済部 地域振興課

令和８年度
国競争的資金獲得説明会

経産省 資料



関東経済産業局について

⚫ 関東経済産業局は、全国に8箇所設置されている経済産業省の地方機関の1つで、広域関東圏（1都10
県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡
県）を管轄。

⚫ 経済産業省のブロック機関として、経済産業省のミッション（国富の増大、エネルギーの安定的かつ効率的
な供給の確保）の達成を目指す。

⚫ 管内の企業、大学、自治体、消費者、関係機関等の皆様に対して、中小企業対策、地域産業成長支援、
新規創業の促進、技術開発支援、環境リサイクル対策、エネルギー対策、消費者相談などの様々な経済産
業政策の実施に取り組んでいる。

総務企画部
総務・会計等、職員を支えるバックオフィス部門の他、企画・調査等、
政策の企画立案の基礎となる部門が属しています。

地域経済部 地域活性化に利用可能な各種施策を担当する部署が所属しています。

産業部
製造業・サービス業等の業種担当部署、消費者行政の担当部署等、
様々な業種毎の担当部署が所属しています

資源エネルギー
環境部

電気・ガス等のエネルギーの安定供給を支える部署の他、
省エネルギー・新エネルギー・リサイクル等を推進する部署が所属しています。

通商事務所 横浜の通商事務所では、事業者からの輸出入等に関する手続の窓口業務を行っています。

【組織図】
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１．はじめに～中小企業白書より～

２．支援制度について

３．参考
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中小企業白書とは

中小企業庁「中小企業白書」サイト →

【中小企業白書を読むメリット】

①時代のトレンドがわかる
物価高や人手不足、デジタル化の波など、企業を取り巻く環境
がどう変化しているかをデータで客観的に把握できます。
②成功している企業のヒントがわかる
業績を伸ばしている企業がどんな工夫（価格転嫁やIT活用な
ど）をしているか、具体的な事例が紹介されています。
③国の支援策がわかる
国が今後どのようなサポートや補助金に力を入れていくのかと
いう方針が書かれています。

⚫ 中小企業の動向及び政府が中小企業に関して講じた施策に関する報告を行い、講じようとする施策を明らか
にした文書を作成。

⚫ 閣議決定を経て、政府が国会に提出した年次報告（「中小企業の動向」及び「中小企業施策」）を、「中小
企業白書」として取りまとめ。



5出展：中小企業庁 中小企業白書 2026年版より一部抜粋 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html

＜重要な取組①＞
現状維持は最大のリスク。
持続的な賃上げ実現や人手不足への対応に向けて、労働生産性を高めることが必要。

中小企業白書より



6出展：中小企業庁 中小企業白書 2026年版より一部抜粋 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html

＜重要な取組②＞
労働生産性の向上のためには、成長や変革に挑戦する経営に転換することが重要。

中小企業白書より
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出展：中小企業庁 中小企業白書 2026年版より一部抜粋 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html

＜重要な取組③＞
ＡＸ（ＡＩトランスフォーメーション）により、中小企業は飛躍的成長のチャンスを
迎えている。

AI技術を業務プロセスやビジネ
スモデルに組み込み、企業全体
や組織のあり方を根本から変革
する取り組み。

中小企業白書より



１．はじめに～中小企業白書より～

２．支援制度について

３．参考
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売上規模 事業者数 売上拡大 高付加価値化

100
億
円
以
上

大企業 約1,300者

中堅企業 約0.9万者

中小企業 約4,500者

100億未満
｜

10億円
約9万者

10億円
｜

1億円
約60万者

1億円
｜

1,000万円
約140万者

1,000万円
以下 約140万者

中小企業・小規模事業者向け投資支援メニュー

持続化補助金
上限250万 補助率2/3 等

新事業進出・ものづくり補助金
上限9,000万 補助率1/2等

中堅等大規模投資補助金
【中堅向け】

【100億宣言企業向け】
成長加速化補助金

上限5億 補助率1/2

100億企業支援

✓ 新商品をつくりたい
✓ 海外展開したい
✓ 異分野進出したい

✓ 販路を広げたい
✓ 商品をPRしたい

上限50億 補助率1/3

上限50億 補助率1/3

省力化投資
補助金

上限1億
補助率1/2等

デジタル化・
 AI導入
補助金

上限450万
補助率1/2等

事業承継・
M&A
補助金

上限2,000万
補助率1/2等

✓ 人手不足に対応したい
✓ 生産プロセスを見直したい

✓ 承継前に事業を磨きたい
✓ M&Aの統合効果を出したい

9



新事業進出・ものづくり商業サービス補
助金

中小企業省力化投資補助金
（一般型）

省エネ・非化石転換補助金
（設備単位型）

目的

中小企業等が行う、技術的革新性のある製品・
サービスの開発や既存事業とは異なる新市場・
高付加価値事業への進出、海外市場開拓（輸
出）に向けた国内の輸出体制の強化を後押しす
ることで、中小企業等が企業規模の拡大・付加
価値向上を通じた生産性向上を図り、賃上げに
つなげていくことを目的とする。

IoT・ロボット等の人手不足解消
に効果がある汎用製品を導入する
ための事業費等の経費の一部を補
助することにより、省力化投資を
促進して中小企業等の付加価値額
や生産性向上を図るとともに、賃
上げにつなげることを目的とする。

工場・事業場内の設備更新により、
省エネルギー化及び非化石エネル
ギーへの転換を促進。

補助上限額・
補助率

【補助上限額】
2,500万円～9,000万円

【補助率】
１／２～２／３

【補助上限額】
750万円～１億円

【補助率】
１／２～２／３

【補助上限額】
１億円～３億円／事業全体

【補助率】
1／３以内

対象経費
機械装置・システム構築費、建物費、外注費、
専門家経費、原材料費など

機械装置・システム構築費(必須)、
専門家経費、外注費など

設備費
※指定設備：高効率空調、産業ヒー
トポンプ、給湯器、高性能ボイラ、
高効率コージェネレーション等

公募期間

【第1次】
公募開始：6月29日(月)
公募締切：10月30日(金)18時
採択発表：1月頃（予定）

【第7次】
公募開始：6月5日(金)
公募締切：7月31日(金)17時
採択発表：11月中旬（予定）

【1次公募】 終了
【2次公募】 終了
【3次公募】
詳細が決まり次第、ホームページ
にて公表予定
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補助金メニュー比較



新事業進出・ものづくり商業サービス補
助金

中小企業省力化投資補助金
（一般型）

省エネ・非化石転換補助金
（設備単位型/従来枠）

対象者
日本国内に本社・事業実施場所を有する

中小企業等
中小企業者、小規模事業者等

国内において事業活動を
営んでいる法人及び

個人事業主

賃上げ要件の
有無 ○ ○ ×

併用の可否

他の補助金や助成金への申請自体は可能。
ただし、当該補助金と他の補助金等で、補助対象経費が重複する場合の併用は出来ない。

※省力化投資補助金については、過去に次の補助金の交付決定を受け、応募締切時点で事務局からの補助金支払が完了していない事業者に関しては対象外

• ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金、中小企業等事業再構築促進補助金、中小企業新事業進出補助金

11

補助金メニュー比較



新事業進出・ものづくり補助金
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新事業進出・ものづくり商業サービス補助金～概要～

⚫ 中小企業等が行う、技術的革新性のある製品・サービスの開発や既存事業とは異なる新市場・高付加価値
事業への進出、海外市場開拓（輸出）に向けた国内の輸出体制の強化を後押しする。

⚫ 中小企業等が企業規模の拡大・付加価値向上を通じた生産性向上を図り、賃上げにつなげていくことを目
的とした補助金。

⚫ 「革新的新製品・サービス枠」、「新事業進出枠」、「グローバル枠」の３つの補助対象事業枠を創設。
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新事業進出・ものづくり商業サービス補助金～申請要件～

14

⚫ 補助事業は、以下の要件を満たす3〜5年の事業計画が必要。

⚫ いずれの枠にも共通する要件。



新事業進出・ものづくり商業サービス補助金～スケジュール～

15
（出展）新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/



新事業進出・ものづくり商業サービス補助金～追加情報～

16（出典）ミラサポplus 中東情勢等を踏まえた中小企業・小規模事業者向け支援について https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/32066/



新事業進出・ものづくり商業サービス補助金～補足～

17

～公募要領 審査項目より抜粋～



新事業進出枠～補足～

18（出典）新市場・高付加価値事業の考え方 https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/assets/documents/shinmono_new_market_high_value_added_biz_concept.pdf



（ご参考）新事業進出補助金～第３回公募結果～

19（出典）採択結果 https://shinjigyou-shinshutsu.smrj.go.jp/results



（ご参考）新事業進出補助金～活用事例～
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（ご参考）ものづくり補助金～採択事例～

21（出典）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金総合サイト https://portal.monodukuri-hojo.jp/jireisearch.aspx

実際に「事業化」を推進する事業者の取組みを紹介した成果事例集を公開

◆全国中小企業団体中央会「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金総合サイト」https://it-
shien.smrj.go.jp/



中小企業省力化投資補助金
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⚫ 中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人手不足に悩む中小企業等に対して、
省力化投資を支援する補助金。

⚫ 中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃上げにつなげることを目的としている。

簡易で即効性のある省力化投資 投資内容
オーダーメイド性の

ある多様な省力化投資

カタログに掲載された
省力化効果のある汎用製品 補助対象

個別現場の設備や事業内容に
合わせた設備導入・システム
構築

最大1500万円 補助上限
最大１億円

随時申請受付中 申請機会 公募回制

カタログ注文型 一般型

23

（出典）中小企業省力化投資補助金 https://shoryokuka.smrj.go.jp/

省力化投資補助金～概要～



⚫ 人手不足解消に効果のある「省力化投資」を後押しするための支援。

⚫ 省力化効果のある設備・システムなどをオーダーメイド・セミオーダーメイドで導入する際に
活用可能。

補助対象・補助上限額・補助率等

補助対象者

中小企業者、小規模企業者・小規模事業者、特定事業者の一
部、特定非営利活動法人、社会福祉法人

補助対象 補助上限額※1 補助率

個別現場の設
備や事業内容
に合わせた設
備導入・シス
テム構築

従業員数5名以下 750万円（1,000万円） 中小企業

１/２従業員数6〜20名 1,500万円（2,000万円）

従業員数21〜50名 3,000万円（4,000万円）
小規模企業
再生事業者

従業員数51〜100名 5,000万円（6,500万円）

２/３
従業員数101名以上 8,000万円（1億円）

補助対象イメージ

※大幅な賃上げを行う場合、（）内の値に補助上限額を引き上げ
※本事業における再生事業者の定義は、別紙の通りです。また再生事業者については基本要件未達の場合の返還要件が免除されます。

（出所）中小企業省力化投資補助事業
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https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_leaflet
_ippan.pdf

機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、 専門家
経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産
権等関連経費

対象経費

省力化投資補助金（一般型）～概要～
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①労働生産性：年平均成長率+4.0%以上増加

②1人当たり給与支給総額：年平均成長率を3.5% （日本銀行が定める「物価安定の目標」＋1.5%）以上増加

③事業所内最低賃金：事業実施都道府県における最低賃金+30円以上の水準

④次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を公表等 （従業員21名以上の場合のみ）

※最低賃金引上げ特例適用事業者の場合、 基本要件は①、②、④のみとする。

（抜粋）新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/

中小企業等が、以下の要件を満たす3～5年の事業計画に取り組むことが必要

①補助事業者の業務領域・導入環境において、当該事業計画により業務量が削減される割合を示す省力化効果が見込まれる
 事業計画を策定。

②事業計画上の投資回収期間を根拠資料とともに提出すること。

③３～５年の事業計画期間内に、補助事業において、設備投資前と比較して付加価値額が増加する事業計画を策定すること。

④人手不足の解消に向けて、オーダーメイド設備等の導入等を行う事業計画を策定すること。

◆その他の要件 （基本要件のほかに以下のすべてを満たす必要があり）

◆基本要件

省力化投資補助金～要件～
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応募・交付申請 随時受付中

カタログ注文型

詳細は必ず最新の公募要領等をご確認ください

◆中小企業省力化投資補助金ホームページ
https://shoryokuka.smrj.go.jp/

一般型（第７回）

※公募回は年3～4回を予定。
※第8回の公募のスケジュールは詳細が確定次第更新予定。

公募開始 2026年6月5日(金)

申請受付開始 2026年7月1日(水)

公募締切日 2026年7月31日(金) 17：00

採択発表日 2026年11月中旬（予定）

省力化投資補助金～スケジュール～



省力化投資補助金（一般型）～活用事例～
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省力化投資補助金（一般型）～活用事例～



補助対象・補助上限額・補助率等

※賃上げ要件を達成した場合、（）内の値に補助上限額を引き上げ

補助対象者

人手不足の状態にある中小企業等

補助対象 補助上限額※ 補助率

補助対象として
カタログに登録
された製品等

従業員数5名以下 500万円（750万円）

1/2
以下

従業員数6～20名 750万円（1,000万円）

従業員数21名以上 1,000万円（1,500万円）

申請フローの特徴

補助対象

• GビズIDプライムアカウントを取得
• 「製品カタログ」から希望の対象製品を選ぶ
• 「販売事業者一覧」より販売事業者を選定
• 販売事業者と共同申請

（出典）中小企業省力化投資補助事業 https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_leaflet_catalog.pdf

⚫ 人手不足解消に効果のある「省力化投資」を後押しするための支援。

⚫ 省力化製品を対象製品のリスト（カタログ）から選んで導入する際に活用可能。

150以上の製品カテゴリ、2,000以上の製品が登録

29

（ご参考）省力化投資補助金（カタログ注文型）～概要～



省エネ・非化石転換補助金
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⚫ 本補助金は、省エネルギー性能の高い設備及び機器への更新等に要する経費の一部を支援する補

助金。次に掲げる事業区分に該当するものが補助対象事業となる。
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省エネ・非化石転換補助金～概要～



省エネ・非化石転換補助金～対象経費～
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省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）～要件～
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省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）～概要～
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二次公募
公募期間：2026年6月1日（月） ～ 7月9日（木）
公募決定：2026年9月上旬（予定）

三次公募
3次公募に関する概要・スケジュール等は、詳細が決まり次第、
SIIホームページにて公表

事業期間 交付決定日から2027年1月31日(日)まで
※複数年度事業は、交付決定日から最終年度の1月末（最長2028年1月31日）まで

省エネ・非化石転換補助金～スケジュール～
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１．はじめに～中小企業白書より～

２．支援制度について

３．参考
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（ご参考）小規模事業者持続化補助金



小規模事業者持続化補助金～活用事例～

（出典）ミラサポplus 事例から学ぶ「持続化補助金」 https://mirasapo-plus.go.jp/hint/20509/ 38



＜一般型 通常枠＞第２０回公募、＜創業型＞第３回公募

詳細は必ず最新の公募要領等をご確認ください

◆小規模事業者持続化補助金まとめサイト
https://matome.jizokukahojokin.info/index.php

公募要領公開 2026年5月27日（水）

申請受付開始 2026年11月5日（木）

事業支援計画書（様式4）発行の受付締切 2026年12月4日（金）

申請受付締切 2026年12月15日（火）17:00（予定）

＜共同・協業型＞第３回公募

39

小規模事業者持続化補助金～スケジュール～

公募要領公開 2026年7月8日（水）

申請受付開始 2026年8月14日（金）

申請受付締切 2026年9月30日（水）17:00（予定）



⚫ 経営管理能力の高度化と経営改革を実現するため、１）「かかりつけ医」である金融機関、
支援機関側の積極的な働きかけ（プッシュ型）により稼ぐ力を高める方法について、気づき
の機会を提供し、２）「専門医」による寄り添った支援（伴走支援）を拡大。徹底した伴走
支援を通じた生産性向上・省力化投資等の抜本強化を行う。

⚫ さらに、中小企業庁として、生成AIによる省力化・デジタル化・賃上げ等の経営助言ツール
を開発し、社会実装に取り組む。

（ご参考）小規模事業者支援のための伴走支援体制の強化

40



⚫ 脱炭素電源を活用し付加価値の高いGX関連投資を実施しつつ、活用する電源の立地地域に貢
献する事業者に対して設備投資の支援を実施する（補助率：最大1/2） 。

（ご参考）GX地域共創補助金～概要～
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参考：中小企業庁 支援策チラシ一覧ページ

ご参考：中小企業庁 支援策チラシ一覧ページ
補助金、金融支援、税制優遇、事業承継支援、取引支援、その他の支援、相談窓口等、予算情報が、一元的に掲載。

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧ページ
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html
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ご静聴ありがとうございました。

関東経済産業局 地域経済部 地域振興課

電話 048-600-0266

本資料のお問い合わせ先



群馬県よろず支援拠点をご活用ください！

「よろず支援拠点」は、国が設置した無料の経営相談所です。事業者の
皆様が直面する経営課題の解決や、将来に向けての収益力強化および
経営力向上について、しっかり伴走してご対応いたします。
経営に関して様々なお悩みのある方、どうぞお気軽にご利用ください。

「稼ぐ力」づくりを
伴走支援します！

〔主な相談項目〕

「売上が伸び悩んでいる…」

「SNSがうまく活用できていない…」

「新たに販路拡大したい…」

〔こんなお悩み、ございませんか？〕

【経営のお悩み・課題は一人で抱え込まずに】

生産性向上支援センターを開設しました！

2026年4月1日、群馬県よろず支援拠点のおおたブランチ内に「生産性
向上支援センター」を開設しました。深刻な人手不足・労働供給制約下にお
いても、中小企業等が省力化等を通じて、生産性を向上させることができる
よう、伴走支援いたします。
業務プロセスや現場の改善に課題感のある方は、どうぞご利用ください。

前 橋 拠 点
〒379-2147 前橋市亀里町884-1
群馬産業技術センター1F

電話：027‐265-5016

NEW OPEN！

〔こんなお悩み、ございませんか？〕

無料の訪問支援型サービスです。
その悩み、ぜひ私たちにご相談ください！

群馬県よろず支援拠点
公式キャラクター よろずん

よろず支援拠点HP
相談予約もこちらか
らできます

おおたブランチ（生産性向上支援センター）

〒373-0057 太田市本町29-1
ものづくりイノベーションセンター2F

電話：0276‐55‐1456

【現場訪問型の生産性向上支援を開始！】

「残業が減らず、人が定着しない…」

「本当は見直したいが、手作業が当たり前になっている…」

「忙しさに追われ、改善に手が付けられない…」
無料の来所相談型サービスです。
その悩み、ぜひ私たちにご相談ください！


